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技術紹介12 感潮域の効率的・効果的な河道掘削方法 

近年、線状降水帯による長時間にわたる集中豪雨が発生し、宅地化の進展による保水機能の低下や流出速度の増加、支川の流下

能力不足による溢水被害や排水機場の排水能力不足に伴う内水被害等の水災害が多く発生している。このような状況の中、排水先

河川の水位低下を図り、内水対策としても効果が期待できる河道掘削は、防災・減災・国土強靭化のための 5か年加速化対策にお

いて重要施策の一つに挙げられている。また、緊急浚渫推進事業では相次ぐ河川氾濫などを踏まえ、地方公共団体が緊急かつ集中

的に事業に取り組み、危険箇所を解消する体制が整備されている。本稿では、S 県内の河道掘削事例を取り上げ、河道掘削におけ

る課題と今後の業務における対策検討の参考として紹介する。
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1.はじめに 

M川流域では、内水氾濫による浸水被害（平成 16年、
平成 26年、平成 27年 9月、令和元年 7月等）が度々発
生しており、支川の T川では、平成 29年 3月に「T川
流域浸水対策アクションプラン」が策定された。その中

の施策として、T 川の排水先である M 川の水位低下が
重要な内水対策として位置づけられている。

これらの背景から M 川の水位低下を図ることを目的
に、感潮域における効率的・効果的な河道掘削方法を立

案した事例を紹介する。

2.存在した課題

課題 1：河道掘削による既設護岸への影響

T川のアクションプランを達成するには、M川の整備
計画規模の河道掘削が必須であるが、設計区間の低水護

岸は矢板形式であり、整備計画で位置づけられているス

ライドダウン掘削による既設矢板護岸の安定に対する

影響が懸念された。

護岸付近の掘削に際して、矢板の影響範囲を把握する

必要があるが、M川全体計画策定時（昭和 55年）の矢
板護岸の設計書はあるものの、工事完成図書は無く、掘

削時における変位量や応力度を照査するにあたり、現状

の矢板の型式、長さ、腐食量の情報が不明であった。 

このため、これらの情報収集のため、矢板調査を実施

する必要が生じた。

課題 2：河道内施工の制約

当初、非出水期に半川締切を行いバックホウによるド

ライ施工を想定したが、M川下流部はシラスウナギの漁
場であり、施工は漁期を避けた出水期に行う必要が生じ

た。このため出水期の瀬替え施工が不可能となり、水上

施工による河道掘削が求められた。

施工上の課題は下記のとおりである。

①河床堆積或いは干潮による浅水時における作業重

機（船舶等）の作業時必要水深確保

②作業重機（船舶等）の橋梁桁下クリアランス確保

③事業期間内（令和 5～7年の 3年以内）に完了する
掘削工法の選定
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図-2 河道状況（出典：地理院地図） 

（上：1987～1990年、下：2009年） 

図-1 河道掘削による既設護岸への影響模式図 

図-3 作業船模式図（作業水深・桁下クリアランス） 
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3.解決する技術

3-1.既設矢板護岸に配慮した掘削断面の設定

調査方法は、現地計測の他、非破壊調査システムによる

矢板長調査、超音波肉厚測定器を用いた肉厚調査を追加

提案し、調査を行った（図-4）。 
調査の結果、矢板長は概ね設計書記載の長さと同様で

あった。また、腐食量については、港湾基準に記載の腐食

速度を参考に算出した結果と概ね同値であり、腐食率は

50％程度であった。これらの調査結果を基に矢板護岸の

安定計算を実施した。 

図-4 調査機器 

（左：非破壊調査システム、右：超音波肉厚測定器） 

既設矢板に影響の無い範囲（矢板前面の掘削位置、深

さ）は、仮想地盤面から受動抵抗力が確保できる位置ま

でとした。

また、洗堀傾向にある S橋上流右岸は、掘削後の洪水
で護岸前面の洗堀が想定されることから、洗堀防止対策

として根固め工の設置を提案した（図-5）。

図-5 矢板影響範囲と掘削断面模式図 

3-2.掘削工法の選定 

➀作業能力（作業時必要水深）の確保 

設計区間中間地点に位置する S橋の径間長が短く、水
深も浅いため、作業重機の通過は困難であることから、

S橋の上下流で工区を分割し、各工区で工法を設定した。
下流工区（M橋～S橋）は、死水域に組立ヤードを設
置するため、下流から喫水を確保しながら掘削すること

が可能であった。

上流工区（S橋上流）は、水深が浅く、治水断面にも
余裕が無いため、長期間において河川内に組立ヤードを

設置できない。よって、堤内地側に組立ヤード、堤防横

断用の仮設坂路を一時的に設置し、自走可能な工法を基

に検討を行った。

表-1より、下流工区では、常時作業水深が確保可能な
作業船舶 5工法、上流工区では、自走可能な作業機械 3
工法を選定した。

➁橋梁桁下クリアランスの確保 

下流工区は M 橋を通過する必要があるため、①で選
定した下流工区の 5工法について、桁下クリアランスを
確認した。表-2より、全工法適用可能であった。

表-2 M橋桁下クリアランス検討結果

➂事業スケジュールに配慮した掘削工法の選定 

各工法には、それぞれ経済性と作業能力に特徴があり、

各工区の発生土量、工程を考慮して適切な工法を客観的

に抽出する比較表を提案した。 

下流工区（表-3）では、マイクロポンプ船が最も経済
性に優れる工法であるが、作業効率が悪く、事業期間内

の完了が困難であるため、全体土量に対する作業日数に

着目し、小型ポンプ船を採用した（表-4）。
上流工区（表-5）では、作業能力・経済性に最も優れ
る泥上掘削機を採用したが、1パーティでは期間内に完
了しないため、2パーティ以上の施工による工期短縮を
提案した。

表-3 土量10,000m3当りの作業日数・純工事費)

表-4 下流工区の土量に対する作業日数・純工事費

表-5 土量10,000m3当りの作業日数・純工事費

4.まとめ

河道掘削工事では着目すべき根入れや矢板護岸の構

造諸元が不明確な事例も多く、今回の検討では、矢板調

査から影響評価を実施したことで、護岸の安定に対して

影響が無い掘削断面の設定ができた。 

また、河口域の河道掘削工事では、水上施工が採用さ

れることが多く、本検討に類似する課題が想定される。 

本稿で紹介した対策検討事例が今後の河道掘削事業

の一助となれば幸いである。 

表-1 作業時水深検討結果 


